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１． はじめに

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律（以下「入札契約適正化法」）が施行され

てから約１年を迎えるにあたり，全国建設業協会

土木委員会では，現場での施行実態を踏まえ，入

札契約適正化法の適切な運用と施工体制の適正化

を図る上での課題や問題点を整理するためアンケ

ート調査を実施した。このアンケートは，平成１４

年１月下旬から３月上旬にかけて，全国４７都道府

県の建設業協会に所属している５２４社の建設業者

を対象として行った（表―１）。このアンケート

調査の結果をもとに，受注者側からみた取り組み

と課題について述べる。

２． 施工実態について

� 直営施工について

完工高１００億円未満では７０％以上が「直営施工

の部分を持っている」のに対して，完工高１００億

円以上になると５０％以上が「直営施工の部分が全

くないかほとんどない」としている（表―２）。

また「直営施工の部分を持っている」ところの７５

％が，「直営部分を増やしたいか，あるいは現状

のまま維持したい」と考えており，「減らしたい」

としているところは１３％に留まる。直営施工の内

容は，準備工，仮設工，土工（小工事）が多いが，

完工高１００億円以上になると，舗装工，地盤改良

工，海上工事などの特定工種の割合が多くなる。

� 施工体制について

約６０％が下請けの階層に制限的な基準や目安を

設けており，その内の９０％が二次下請け位までに

制限している。

	 監理技術者について

監理技術者は施工計画，施工管理，安全管理，

品質管理など工事内容全体について把握している

ことが重要である。しかし，約半数が「監理技術

者が時々不足することがあり」，その場合，おお

よそ８０％以上が，管理，営業部門など社内の有資

格者を活用することによって対応している。


 建設機械等の調達方法について

鉄筋工や型枠大工などの技能工はほとんどが工

事として外注しているのに対して，資材はほとん

どが自社で調達している。また，建設機械とその

オペレーターについては，完工高２０億円未満のと

表―１ 完成工事高別の回収企業数 （単位：社・％）

完工高
１０億円未満

１０億円以上
２０億円未満

２０億円以上
５０億円未満

５０億円以上
１００億円未満

１００億円以上
３００億円未満

３００億円以上 全体

回収企業数 ９１ １２２ １４３ ６９ ５６ ４３ ５２４
構 成 比 １７．４ ２３．３ ２７．３ １３．２ １０．７ ８．２ １００
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完成工事高�

構成比�
0％� 20％� 40％� 60％� 80％� 100％�

全体�

300億円以上�

300億円未満�

100億円未満�

50億円未満�

20億円未満�

10億円未満�

ある� ほとんどない� 全くない�

71.9 13.4 14.7

25.6 11.6 62.8

46.4 32.1 21.4

71.0 17.4 11.6

72.0 15.4 12.6

87.7 7.4

89.0 3.3

4.9

7.7

ころでは自社の職員（機械）を使い，完工高２０億

円以上のところでは工事として外注する場合が多

い。

３． 施工体制の点検

� 一括下請負に関する点検について

国，都道府県，公団の発注する工事では，「お

おむねすべての工事」が一括下請負に関する点検

要領に基づく点検の対象となっている。一方で，

都道府県，市区町村発注工事では「一括下請負の

疑義のある工事」や「監督員などの指示により抽

出した工事」が点検の対象となっている，とした

ところが３０％前後みられた（表―３）。

ところで，市区町村の発注する工事では，「お

おむねすべての工事が点検の対象となっている」

としたところは約３５％に留まる。一方，約２５％が

「ほとんどが点検の対象となっておらず」，これに

「要領など定められていないようだ」と回答した

ものをあわせると，市区町村発注工事の約４０％は

統一した要領等に基づいた点検がなされていない

と言える。すなわち，国，都道府県，公団の発注

する工事ではおおむね統一的な点検がなされてい

ると言えるが，市区町村発注工事では「点検をし

ているところ」と「していないところ」に二分さ

れる。

また，国，都道府県，公団発注工事では，その

９０％以上が「施工体制台帳あるいはそれに加えて

施工体制の把握表などを用いて点検がなされてい

る」。しかし，市区町村発注工事では，「提出資料

なし」あるいは「その他の資料による点検」も約

２５％見受けられる。今後すべての発注機関を通し

て，統一的な考え方に基づいた点検がなされるよ

うその徹底を図る必要がある（表―４）。

また，国，公団，都道府県発注工事に関して

は，その約６０％が「（多いか少ないかは別にして）

点検に負担を感じている」が，「その負担が大で

ある」としたところは１０％～１５％程度と比較的少

ない。点検に対する負担の程度としては妥当なと

ころだろう。しかし，市区町村発注工事に関して

みれば，「あまり負担を感じていない」ところが

半数以上あり，言い換えれば，国や都道府県発注

工事に比べて負担を感じるほどの点検がなされて

いる割合が小さいとも言える。

� 一括下請負となる工事とは

表―３ 一括下請負に関する点検の対象工事 （単位：社・％）

点検の対象
工事

発注者

１．おおむねすべての
工事

２．一括下請負の疑義
のある工事

３．監督員などの指示
により抽出した工
事

４．ほとんどない ５．要領など定められ
ていないようであ
る

全 体

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

国 ３６１ ７１．９ ３７ ７．４ ２３ ４．６ ３ ０．６ ７８ １５．５ ５０２ １００．０
公団事業団 ２１６ ６５．５ ４８ １４．５ ２７ ８．２ ２０ ６．１ １９ ５．８ ３３０ １００．０
都 道 府 県 ２８８ ５６．４ ８１ １５．９ ８８ １７．２ ４２ ８．２ １２ ２．３ ５１１ １００．０
市 区 町 村 １７９ ３５．３ ６９ １３．６ ６７ １３．２ １２１ ２３．９ ７１ １４．０ ５０７ １００．０

表―２ 元請け工事における自社の直営施工の有無 （単位：社・％）

完工高

直営施工

１０億円未満 ２０億円未満 ５０億円未満 １００億円未満 ３００億円未満 ３００億円以上 全 体

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

８１ ８９．０ １０７ ８７．７ １０３ ７２．０ ４９ ７１．０ ２６ ４６．４ １１ ２５．６ ３７７ ７１．９あ る
ほとんどない ７ ７．７ ６ ４．９ ２２ １５．４ １２ １７．４ １８ ３２．１ ５ １１．６ ７０ １３．４
全 く な い ３ ３．３ ９ ７．４ １８ １２．６ ８ １１．６ １２ ２１．４ ２７ ６２．８ ７７ １４．７
合 計 ９１ １００．０ １２２ １００．０ １４３ １００．０ ６９ １００．０ ５６ １００．０ ４３ １００．０ ５２４ １００．０
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一括下請負の判断基準である「工事の主たる部

分」「実質関与」とは，全体の７０％以上がわかり

難いとしているが，これらを一律の基準でもって

定義付けることは難しそうだ。「工事の主たる部

分」とは，工種の金額の多少だけで判断するべき

ではなく，特殊工事，専門工事，工事の難易度な

ど工事の内容による場合も多い。特に「地盤改良

など専門工事業者が行うことが多い工種が主体の

工事」などは一括下請負とみなされやすいが，元

請けとしてきちんと実質関与し総合管理をしてお

れば，「適正化法」の主旨に適っているのではな

いだろうか。

また，これまでに「一括下請負の懸念がある」

と指摘されたことのある工事とその時の対応につ

いて問うたところ，元請けとして実質関与してい

たが，一次下請け１社に請負金額の５０％を越えて

発注していたので一括下請負の疑いを持たれ，一

次下請けを２社にして発注し直したり，材料を下

請けに支給するように変更して対応した例などが

報告された。

	 施工体制に関する発注者の把握状況につい

て

国，公団，都道府県発注工事に関しては，その

約９０％が「発注者は施工体制を完全にあるいはほ

ぼ把握している」が，「完全に把握している」と

したところは，国発注工事で４５％，都道府県発注

工事で１５％であった。一方，市区町村発注工事に

関しては，約４０％が「全くかあるいはあまり把握

していない」。


 二次下請け金額について

施工体制台帳に二次以下の下請け契約の請負金

額を記入することについては，「発注者が民民契

約に介入すべきではない」「単価，歩掛などへの

影響が懸念される」ため，全体の約８０％が反対し

ている。また，点検にあたって，国発注工事の約

４０％，都道府県発注工事の約３０％が，「二次以下

の契約金額の他にその内訳まで提出を求められた

ことがある」としている。

４． 今後の施工体制

全体の約半数が「元請けは総合管理及び一部の

施工を行うが，施工の多くは専門工事業者など下

請け業者が行うことを目指す」としている。一

方，完工高が２０～１００億円のところでは，「元請け

は総合管理を行うとともに，特殊工事以外は自ら

施工する」としたところと「元請けは総合管理を

行い，施工は専門業者など下請けが行う」とした

ところがほぼ同数である。しかし，完工高が２０億

円未満のところでは，前者が４３％と多く後者は１０

％以下に留まる。反対に，完工高が１００億円以上

のところでは，前者が６％に留まるのに対して後

者は３７％と多い。

また，不良・不適格業者の排除のために効果的

だと思われる対策について聞いたところ，�「入

札契約適正化法」を市町村も含めて周知徹底し適

正に機能させること。�発注者と元請け業者の双

方が，現場で施工業者の実態をよく確認し評価す

ること。�技術者が適正に配置され主体的な役割

を果たしていることを確認すること。�発注段階

で，施工能力（量）に見合った技術者数を有して

いるかチェックすること。�書類審査，発注金額

だけでなく，管理能力，施工能力，施工実績，技

術提案，社会貢献度などの実質活動面も考えて発

注すること，などが必要であるとの指摘があっ

た。

「入札契約適正化法」の運用にあたっての問題

表―４ 一括下請負の点検に伴う負担の程度 （単位：社・％）

負担の程度

発注者

１．負担は大である ２．やや負担である ３．あまり負担を感じない 合 計

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

国 ６６ １５．２ ２１９ ５０．３ １５０ ３４．５ ４３５ １００．０
公団事業団 ３３ １０．３ １６３ ５０．８ １２５ ３８．９ ３２１ １００．０
都 道 府 県 ４８ ９．５ ２５１ ４９．８ ２０５ ４０．７ ５０４ １００．０
市 区 町 村 ３４ ６．８ １９１ ３８．１ ２７６ ５５．１ ５０１ １００．０
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完成工事高�

構成比�
0％� 20％� 40％� 60％� 80％� 100％�

全体�

300億円以上�

300億円未満�

100億円未満�

50億円未満�

20億円未満�

10億円未満�

4.その他�

20.2 48.3 28.4 3.1

51.2 46.5 �2.3

26.8 57.1 10.7 5.4

26.1 46.4 21.7 5.8

21.7 50.3 25.9 2.1

9.8 45.1 42.6 2.5

8.8 46.2 42.9 2.2

�

1.元請けは総合管理，施
工は専門業者�

2.元請けは総合管理およ
び一部施工，施工の
多く�

3.元請けは総合管理と特
殊工事以外は自ら施工�

点等については，�「不良不適格業者の排除」の

もと，適正化法の解釈により真面目に努力してい

る業者が不当に排除されるのではないか，との不

安がある。�大手ゼネコンと地元中小業者の企業

環境の違いに配慮すべきだ。�一括下請負などの

明確な（客観的な）判断基準が必要である。�

「適正化法」の運用・解釈が発注者や担当者によ

って変わらないよう統一すべきだ。�一括下請負

の判断基準は，工事の外注金額（量）を第一にし

ているが，元請けの「実質関与」の有無を第一の

判断基準にするべきだ，などの意見があった。

５． 今後の課題

今回のアンケート調査の結果から，次のような

課題があげられるが，受注者としても，この「入

札契約適正化法」の主旨をより適切にとらえ実効

性のあるものとなるよう取り組んでいきたい。

� 「入札契約適正化法」の主旨を特に市区町村

にまで周知徹底するとともに，その発注する工

事について，点検要領に基づいた適切かつ統一

的な点検がなされるための方策について検討す

る必要がある。

� 「一括下請負」の判断基準を，例えば受注金

額（量）などによって一律に定義することは難

しい。具体の事例などに基づいたQ&A等によ

って「一括下請負」や「実質関与」の内容を明

確にする必要がある。

� 施工体制台帳に二次以下の下請け契約の請負

金額を記入することの必要性について検討する

必要がある。

� 状況によって監理技術者が不足することがあ

るが，実態に即した適切かつ効率的な施工体制

を確保するためにも，技術者の専任制などその

あり方について検討する必要がある。

� 一括下請負とみなされやすい「専門工事業者

の行うことが多い工種が主体の工事」などの，

適切な発注と施工体制のあり方について検討す

る必要がある。

� 地元中堅業者にとっての今後の直営施工のあ

り方について整理する必要がある。

表―５ 今後目指す施工体制 （単位：社・％）

完工高

施工体制

１０億円未満 ２０億円未満 ５０億円未満 １００億円未満 ３００億円未満 ３００億円以上 全 体

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

１．元請けは総合管
理，施工は専門業
者

８ ８．８ １２ ９．８ ３１ ２１．７ １８ ２６．１ １５ ２６．８ ２２ ５１．２ １０６ ２０．２

２．元請けは総合管理
および一部施工，
施工の多くは専門
業者

４２ ４６．２ ５５ ４５．１ ７２ ５０．３ ３２ ４６．４ ３２ ５７．１ ２０ ４６．５ ２５３ ４８．３

３．元請けは総合管理
と特殊工事以外は
自ら施工

３９ ４２．９ ５２ ４２．６ ３７ ２５．９ １５ ２１．７ ６ １０．７ ０ ０．０ １４９ ２８．４

４．その他 ２ ２．２ ３ ２．５ ３ ２．１ ４ ５．８ ３ ５．４ １ ２．３ １６ ３．１

合 計 ９１ １００．０ １２２ １００．０ １４３ １００．０ ６９ １００．０ ５６ １００．０ ４３ １００．０ ５２４ １００．０
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